
児童生徒や教員に求められる社会的コンピテンス

沖林　洋平

Social Competencies Required for Students and Teachers

OKIBAYASHI Yohei

（Received September 28, 2018）

はじめに
キー・コンピテンシーという用語は，OECD（Organization 

for Economic Co-operation and Development；経済開
発協力機構）のDeSeCo（Definition and Selection of 
Competencies:Theoretical and Conceptual Foundations）プ
ロジェクトにおいて提案されたものである。文部科学省
は，「「キー・コンピテンシー」とは、日常生活のあら
ゆる場面で必要なコンピテンシーをすべて列挙するので
はなく、コンピテンシーの中で、特に、１．人生の成功
や社会の発展にとって有益、２．さまざまな文脈の中で
も重要な要求（課題）に対応するために必要、３．特定
の専門家ではなくすべての個人にとって重要、といった
性質を持つとして選択されたもの。個人の能力開発に十
分な投資を行うことが社会経済の持続可能な発展と世界
的な生活水準の向上にとって唯一の戦略。」と定義して
いる（文部科学省，2005）。

DeSeCoの報告に基づいて，文部科学省が定義してい
るキー・コンピテンシーの具体的な内容は次のように設
定されている。１．社会・文化的、技術的ツールを相
互作用的に活用する能力（個人と社会との相互関係）
２．多様な社会グループにおける人間関係形成能力（自
己と他者との相互関係）３．自律的に行動する能力（個
人の自律性と主体性）である。この中の１では，知識や
情報を活用する能力，（PCやインターネットなどの）
テクノロジーを活用する能力に関係する。２では，他人
と円滑に人間関係を構築する能力（共感する力，感情を
コントロールする力），利害の対立を御し，解決する能
力に関係する。３では，人生設計や個人の計画を作り実
行する能力，権利，利害，責任，限界，ニーズを表面す
る能力に関係する。「これからの学校教育を担う教員の
資質能力の向上について～学び合い，高め合う教員育成
コミュニティの構築に向けて～（答申）」（中央教育審
議会，2015）では，改訂後の学習指導要領の実施には，
教員には，子供の学びへの積極的関与と深い理解を促す

ような指導や学習環境を設定することにより，子供たち
がこうした学びを経験しながら，自信を育み必要な資質
能力を身に付けていくことができるようにする（文部科
学省，2014）ために，次の３点に集約される資質・能
力を有することが求められるとしている。ⅰ）習得・活
用・探究という学習プロセスの中で，問題発見・解決を
念頭に置いた深い学びの過程が実現できているかどうか。
ⅱ）他者との協働や外界との相互作用を通じて，自らの
考えを広げ深める，対話的な学びの過程が実現できてい
るかどうか。ⅲ）子供たちが見通しを持って粘り強く取
り組み，自らの学習活動を振り返って次につなげる，主
体的な学びの過程が実現できているかどうか。この３つ
の観点を見ると，キー・コンピテンシーに関連した特徴
によって構成されていることが分かる。ⅰはリテラシー
や問題解決能力など，認知的能力に関すること，ⅱは他
者との相互作用なコミュニケーションに関すること，ⅲ
はキャリア形成につながる自律的な学習行動の促進に関
することである。以上を踏まえると，いわゆる我が国の
現代的教育課題に関する課題解決能力は，文部科学省が
まとめているキー・コンピテンシーの枠組みによって解
釈することもできる。
児童生徒のキー・コンピテンシー

教育に関する現代的課題の課題解決に求められる資
質・能力としてキー・コンピテンシーが挙げられること，
文部科学省が提案するキー・コンピテンシーには３つの
特徴があることを確認した。このような特徴をもつコン
ピテンシーの測定的観点について先行研究に基づいて検
討する。Waters（1983）は，コンピテンスは動機づけ
や知性，信念に基づく意思決定について検討する上で重
要であることを主張している。また，コンピテンスにの
測定において，能力やスキルの特定性に基づいてコンピ
テンスを定義することが，コンピテンスの概念の統合性
を失うことに繋がったことを指摘している。そのうえで，
発達的視点がコンピテンス評価において重要であること
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を指摘した。Waters（1983）は，コンピテンスを発達
的な視点に基づいてアセスメントすることを指摘してい
る。また，理論的モデルとアセスメントが調整されてい
ることが，例えばコンピテンスのような社会性の発達に
関するデータは年齢や行動の領域に強く一貫することを
示した。Waters（1983）は，コンピテンスにおける発
達的観点の重要性を指摘したが，幼児期から青年期を対
象とした先行研究において，コンピテンスあるいはコン
ピテンシーの内容については学習行動に関連するものや
集団における相互作用に関連するものなど多様である。
例えば，小林（1993）は幼児の対人葛藤場面をにおけ
る幼児の言語反応によって対人行動としての社会的コン
ピテンスを検討した。あるいは，東・野辺地（1992）
は，幼児を対象に，社会的問題を表した図（社会的葛藤
場面）を見せ，それに対する言語的反応を分類すること
で，幼児の社会的問題に対する問題解決能力しての社会
的コンピテンスを測定している。このように，幼児期の
社会的コンピテンスは，その社会的問題に対する解決能
力としての側面が強調される。幼児期は，就学前教育の
時期に対応し，家族以外の社会的相互作用を経験する
端緒であるといえる。そのため，この時期の発達段階
において新たに獲得する能力しての社会的問題解決能
力（東・野辺地，1992；林，2012；小林，1993；柴田，
1995）の重要性が指摘される。

児童期における社会的コンピテンスにおいては，学習
に関する行動や動機づけが注目される。野崎（2003）
は，中学生を対象に，達成目標とシャイネスが学習に関
する他者への援助行動傾向に及ぼす影響について検討し
た。その結果，教師と友人に対する援助行動は社会的コ
ンピテンスを起点として学業的援助要請への態度に異な
る影響を与えるモデルを示すことを明らかにした。あ
るいは中谷（1998）は，小学５，６年生を対照として，
社会的責任目標や学業的援助希求や学業コンピテンスが
学業成績に及ぼす影響について検討している。その結果，
学業コンピテンスは社会的責任目標と学業成績の両方と
有意な相関を示すことを明らかにした。あるいは，社会
的な学習行動の機能として，岡田（2008）は，中学生
を対象として，友人関係への動機づけ，学習への動機づ
け，友人との学習活動の関係，充実感について検討した。
その結果，友人関係への動機づけが援助要請や相互学習
を媒介として友人に対する充実感や学習に対する充実感
に影響を及ぼすことを明らかにした。以上の研究は，学
習に関する行動に対しても，友人関係や社会的責任に対
する意識といった社会的コンピテンスが学習行動に影響
することを示している。すなわち，児童生徒の学習行動
に対する意識を高めるためには，児童生徒の友人関係へ
の動機づけや適切な援助要請能力，あるいは社会的期待

に対する自覚などの社会的コンピテンスを高めることも
求められる。

児童生徒の技術的ツールに関する教育効果について，
原田・勝沼・久野（2014）は，小学校教育におけるコ
ンピュータプログラミング教育の介入効果と評価を行っ
ている。児童に対するインタビューの結果，１．コン
ピュータをブラックボックスではなく自力で面白いもの
が作れるように認識するようになったこと，２プログラ
ミング上の様々な技を進んで教え合うことで，協同的に
プログラミングの技術を高めたり，プログラミングの
考え方を深めることを示した。中澤・荒本・後藤・平
澤（2016）は，小学生を対象に，プログラミングに関
する教育ツールの利用効果について検討した。Learning 
Analiticsとして，小学生の編集中のプログラムを10秒ご
とに自動保存して学習履歴を可視化するプログラムを用
いた。その結果，教員の意図した順序とは異なる想定で
プログラムをくみ上げていた小学生が約３分の１程度で
あったことを明らかにした。あるいは，久野（2016）
は，近年のプログラミング教育の理念が，単なる技能の
習得から学習者が自分で考える，自分で調べることへと
シフトしていると述べている。また，プログラミング教
育の目標は学習者の離陸にあるとしている。これは，自
分の手でコードを書いて動かし，結果を見て手直しでき
るようになることであり，自分で手直しできることが自
分でコードを改良していけることに繋がると述べてい
る。自分でコードを改良していく過程は，自己調整学習
の過程に対応する。自己調整学習とは，学習者が，メタ
認知，動機づけ，行動において，自分自身の学習過程に
能動的に関与する学習であるとされる。自己調整学習の
過程では，「自己システムのプロセス（主体としての
プロセス）」には、自己覚知、自己省察、自己評価と
いった「思考や経験についての思考」に関するメタ認知
的ないし高次のプロセスが含まれるとされている（伊
藤，2009）。自己調整学習における自律的に学び続け
る過程については，21世紀型能力（国立教育政策研究
所，2013），21世紀市民リテラシーといった，今後市
民に求められるコンピテンシーに対応する。
教員にもとめられるコンピテンシー

本論文では，文部科学省が提案したキー・コンピテン
シーの内容について，発達的視点の重要性を踏まえ，幼
児期や児童期におけるコンピテンスについて先行研究を
概観した。児童生徒に対して教育的に関係する教員に求
められる社会的コンピテンスについて概観する。

Selvi（2007）は，英語の語学教員に求められる
キー・コンピテンシーとして，言語学的能力，音韻的
能力，文法的能力，コミュニケーション能力，数的能
力，情報処理能力によって構成されると主張している。
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Selvi（2010）は，教員に求められるコンピテンシー
の全体的は枠組みとして，学習能力，カリキュラム能
力，研究能力，生涯にわたる学習能力，社会文化的能
力，情動知能，コミュニケーション能力，情報処理や
技術能力（ICT），環境能力によって構成されるとした。
Kanning, Bottcher, Hermann（2012）は，教員に求めら
れる社会的資質・能力（Social Competence）を，交社
会性，挑戦的動機づけ，自己に対する自信，教育に対数
るレディネスなど10の下位因子によって構成されるこ
とを示した。これら研究は，教員に求められるコンピテ
ンシーは，言語能力や数的能力のような認知的能力だけ
でなく，コミュニケーション能力や協働能力やプレッ
シャー下での職務能力など情動知能にかかわるような機
能によって構成されることがわかる。すなたち，教員の
資質・能力について，コンピテンシーの観点から考えた
場合，いわゆる専門の教科に関する授業技術だけでなく，
児童生徒や同僚とのコミュニケーション能力や情動知能
の向上が求められる。

Hakin（2015）は，教員の教育学的，人格的，職業的
及び社会的コンピテンシーが教員としての力量形成に及
ぼす影響について検討した。その結果，４つのコンピテ
ンシーそれぞれが教員としての力量形成に影響を及ぼす
ことを明らかにした。また，教員のパフォーマンスを高
めることは，教材の習熟度を高めること，学習のマネジ
メント力を高めることだけでなく，学習環境を楽しいも
のにすることや児童生徒が学習に高い動機づけを示すよ
うな，児童生徒の学習活動の方向付けとガイドにおける
心理学的関与の重要性を指摘している。このように，教
員に求められるコンピテンシーには，専門領域に関する
教育技術に関する能力だけでなく児童生徒や同僚などと
の相互作用に関する能力も含まれると考えられる。

近年，社会的コンピテンシーが関係する新たな領域と
して注目されるようになっているのが，いわゆるソー
シャルネットワークの利用である。専門職における職
業的なソーシャルネットワークの利用における協同的
コンピテンシーの機能について，Benson & Filippaios
（2017）は，MBA修了者を対象とした調査を行った結
果，性別とソーシャルネットワーク利用には関係がない
一方で，ソーシャルネットワーク利用の増加と将来の雇
用者が自分のアカウント情報に関して何を見つけるかを
心配したり，ソーシャルネットワークの利用に対する
潜在的な依存を心配していることが関連することが明
らかとなった。入学準備期間からそれ以降のライフサ
イクルで，多くの学生はソーシャルネットワークを協
同的な知識共有のために利用する（Benson, Morgan, & 
Tennakoon, 2011）。知識マネジメントの研究では，ビ
ジネスの成功のために知識共有における柔軟性と協同

能力の重要性が示されている（Lytras & Ordóñez de 
Pablos, 2008）。その一方で，過度の使用による依存は
利用者の自信を失わせたり，対面コミュニケーションス
キルを低下させたり人間関係を壊したりすることも明
らかにされている（Salehan & Negahban, 2013）。ソー
シャルネットワークの適切な利用については，児童生徒
の情報モラル意識や適切なインターネット利用スキルの
育成に関する関心の高まりから，教材開発や授業内容の
改善など，情報モラルに関する専門的な指導技術に対す
る関心は高いが，教員の過度なソーシャルネットワーク
の利用などの心理的影響も検討する必要がある。

教員に求められるコンピテンシーとして社会性と情
動の学習（Social and Emotional Learning; SEL）に関
する能力を挙げる研究もある。Collie, Shapka, Perry & 
Martin（2015）は，教員のSELに対する信念を類型化
し，ストレスや仕事の満足度との関連を検討した。SEL
快適性，SEL関与，SEL文化によって構成されるSEL信
念尺度（Brackett, 2012；Collie, 2012）を用いて，教員
約1800名を対象とした調査が行われた。その結果，教
員のSELに関する信念のクラスタとして，SELadvocate
（提唱者），SELsstriver（努力者），SELthriver（推進
者）が見出された。この３つのクラスタとストレス，仕
事満足度との関連を検討したところ，SELthriverは他の
クラスタよりもストレスが低く，仕事満足度が高いとい
う結果を得た。SELthriverの特徴としては，SELに対す
る信念が全体的にバランスよく高く，とりわけSEL文化
に対して高い意識を示している。SEL文化に含まれる項
目としては，自校の文化は児童の社会性と情動スキルの
発達を支援している，というような項目であり，学校に
おけるSEL学習の定着度に対する理解を測定していると
もいえる。また，自分ひとりの取り組みだけでなく，学
校としての取り組みに対する意識を尋ねているとも考え
られる。Collis et al. （2012）は，教員のストレスを低
減させたりや仕事満足度を高めたりするコンピテンシー
として，例えばSELのような心理教育に対する理解が求
められるが，チームとして心理教育的取組を行っている
ことに対する意識も重要であることを示唆する。

Prasetcharoensuk, Somprach, & Ngang（2015）は，
タイの教員と児童を対象として，教員のコンピテンシー
が児童生徒のライフスキルの習得に及ぼす影響につい
て検討している。その結果，まず，教員のコンピテ
ンシーと児童生徒のスキルは高い水準にあること，次
に，教員のコンピテンシーはカリキュラムや学習マネ
ジメントに対してポジティブに影響することを示した。
Prasetcharoensuk, Somprach, & Ngang（2015）は，教
員のコンピテンシーを高めることが，教員としてのカリ
キュラムマネジメントや授業力を高めること，そして，
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児童生徒のライフスキルを高めることを示唆している。
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